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平成２０年第８１３号交通事故に基づく損害賠償請求事件

次回期日 平成２１年１月１５日午後１時１０分

原 告 甲 野 花 子

外３名

被 告 丙 川 松 子

最 終 準 備 書 面

平成２１年１月１３日

札幌地方裁判所民事第２部３係 御中

原告ら訴訟代理人弁護士 前 田 尚 一 

原告らは，これまでの主張・立証を敷延して，従前の主張を補足・整理して主張す

る（本書面で言及しない部分は従前のとおりである。）。なお，略語等は，本書面で

新たに用いるもののほか，従前の例による。

第１ 亡太郎の逸失利益について

１ 亡太郎は，本件事故当時５７歳（昭和２４年７月１４日生）の健康な男子であ

り，丁原社に就任して稼働していたところ，同社実質的なオーナーとして，業務

全般の調整・総括から仕入や現場の指導まで業務全般に従事していたものであ
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り，余命は２５．７５年であり（平成１８年簡易生命表），控え目に見ても７５

歳までは同社で代表取締役として稼働していた蓋然性が高く，本件事故に遭わな

ければ，今後１８年間は稼働可能であった。

そして，亡太郎は，同社から年収８４０万円を受けていたものであり（甲２），

上記稼働可能期間，これを下らない年収を得ることができたと認めるのが相当で

ある。

そして，生活費として収入の３０パーセントを必要としたとしても，ライプニ

ッツ方式により年５パーセントの割合による中間利息を控除して（ライプニッツ

係数１１．６８９５），本件事故当時の現価を算出すると，次式のとおり，６８

７３万４２６０円となる。

8,400,000×(1-0.3)× 11.6895=68,734,260

２ 丁原社の内容，状況，哲治の職務内容・稼働状況等について

 亡太郎が代表取締役に就任していた会社の内容，亡太郎の職務内容等

亡太郎が代表取締役に就任していた会社の内容及び亡太郎の職務内容は，次

のとおりである。

ア 会社の概要

 設立 昭和４７年４月１０日

亡太郎は，中学校卒業後，職業訓練校を経て，昭和４１年４月に

電気工事関連会社に就職し，４社に勤務した後独立し，丁原社の経

営権を譲り受け，昭和６２年６月３０日代表取締役に就任した。

 目的 自動制御装置の工事設計及び施工，電気工事の請負及び施工等

商業登記簿に掲載された目的の内，近年の中心的業務は，電気工

事の請負及び施工である。

 資本金 ３００万円
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イ 亡太郎の職務内容

亡太郎の職務は，会社の基本方針，経営計画の策定，業務全般の調整・統

括，組織の変更・人事に関する決裁，毎月の資金繰り，銀行借入の交渉，資

材の仕入，取引先の決定・承認，対外的行事・会議の出席，重要文書の承認，

資産の取得・処分の交渉・決定等について，取締役である原告花子の経理に

ついての補助を受けながら，中小企業の代表者が担う全ての業務に及ぶもの

であったことに加え，現場の指導はもとより，従業員２名（うち１名は，原

告二郎）とともに，自らも電気工事の施工作業にもあたっていた。

ウ 業績

 平成１５年７月１日から平成１６年６月３０日（乙１）

ａ 売上高 ７３８０万９７１９円

ｂ 営業利益 ６６万４９２５円

ｃ 経常利益（損失） ▲１１万３２９７円

ｄ 税引前利益 １３万９９１４円

ｅ 当期純利益 １３万９９１４円

 平成１６年７月１日から平成１７年６月３０日（乙２）

ａ 売上高 ８６８５万２２７５円

ｂ 営業利益 ２３０万７６１４円

ｃ 経常利益 １６５万０３５９円

ｄ 税引前利益 １６０万５５５４円

ｅ 当期純利益 １６０万５５５４円

 平成１７年７月１日から平成１８年６月３０日（乙３）

ａ 売上高 １億００８７万４８１３円

ｂ 営業利益 １８７万７４７２円

ｃ 経常利益 １０７万２９８０円
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ｄ 税引前利益 ７１万９６５９円

ｅ 当期純利益 ７１万９６５９円

 平成１８年７月１日から平成１９年６月３０日（甲２２）

ａ 売上高 ７６９６万２７９５円

ｂ 営業利益（損失） ▲８０１７万８９０２円

ｃ 経常利益 ３１０８万７８８２円

ｄ 税引前利益 ３１０８万７８８２円

ｅ 当期純利益 ２１５８万７８８２円

＊ なお，営業損失が発生したにもかかわらず，経常利益が出たのは，亡

太郎死亡により，営業損失を超える生命保険収入が発生したためである。

エ 亡太郎死亡時の出資構成（３０００株）

 亡太郎 ２４００株

 原告花子 ６００株

オ 取締役及び報酬（甲２３）

 亡太郎（代表取締役） ８４０万００００円

 原告花子（取締役） １２０万００００円

＊ 本件の場合，そもそも，年収を対比するに適切な，亡太郎と近いレベル

の業務を担っていた取締役はおらず（甲１４，１６，１８ないし２１），

かえって，亡太郎の稼働状況に照らしても不相当に高額ではないことを物

語る。

 亡太郎死亡後の丁原社の状況

ア 亡太郎死亡に伴い，従来から従業員として稼働していた原告二郎が，平成
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１９年５月７日，取締役に選任されたうえ代表取締役に就任した（甲１２）。

亡太郎の株式は，原告花子がすべて相続した。

イ 役員報酬

 平成１８年７月１日から平成１９年６月３０日（甲２３）

亡太郎に，死亡までの１０か月間，従前同様１か月７０万円の報酬が支

払われたほか，

ａ 亡太郎（旧・代表取締役） ７００万００００円

ｂ 原告二郎（新・代表取締役） ８６万００００円

原告二郎の給与月額２３万円であったところ，代表取締役就任に伴い，

報酬月額を４３万円と定めた。

ｃ 原告花子（取締役） １８０万００００円

期首（亡太郎存命中）に，報酬月額を１５万円に増額された。

 平成１９年７月１日から平成２０年６月３０日

ａ 原告二郎 ３１１万００００円

代表取締役就任に伴い，原告二郎の報酬月額は，４３万円と定められ

たが，亡太郎の死亡による経営状況悪化の懸念があったことに加え，業

務の習熟度等を考慮し，平成１９年８月１日分から報酬月額を２８万円

に減額された。

ｂ 原告花子 ６０万００００円

亡太郎の死亡により，経営状況の悪化が懸念されたので，期首に，報

酬月額を５万円に減額された。

ウ 業績

亡太郎死亡後，丁原社の業績は悪化している。

すなわち，平成１９年度（平成１９年７月１日から平成２０年６月３０日）
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の損益計算書（甲２５の２枚目裏）から明らかなとおり，丁原社の同年度の

売上高は，４４８６万９２１８円にまで激減している。

丁原社における上記売上高の激減は，平成２０年６月３０日までの経営を

取り巻く外部的な経済状況によって説明することはできず，専ら亡太郎が死

亡したことが原因となっていることは明白である。そして，売上高の激減の

主たる原因が，亡太郎が死亡したことにあることは，亡太郎が死亡したのは

平成１８年度（平成１８年７月１日から平成１９年６月３０日）の期中であ

っても，平成１９年４月２６日のことであって，その年度の期末に近い時期

であるというだけでなく，繁忙期でなく，大きな受注は翌期の収入に貢献し，

当期の売上高に影響の少ない時期であり，そのため，平成１８年度の売上高

は，亡太郎存命中の売上高を最低限維持していること（甲２２）からも明ら

かである。

このように，亡太郎の労務の提供が，丁原社の売上げを支えてきたことは

明らかである。

 以上のとおり，亡太郎の死亡前後の丁原社の業績，業務全般の調整・統括か

ら仕入や現場の指導に加え自ら施工を行っていた亡太郎の稼働状況，報酬額，

役員構成等に照らすと，会社役員の報酬を観念的に利益配当部分と労務対価部

分に区別できるとしても，後記３で述べることからすると，亡太郎の報酬額に

過大な部分は全く見当たらず，収入の一部に実質的に利益配当部分が含まれる

ことを窺わせる特殊事情も見当たらず，亡太郎が死亡当時得ていた収入は，す

べて労務対価部分というべきものであって，その全てが賠償の対象となると解

すべきである。

３ 会社役員の逸失利益の算定の基礎についての考え方について

 会社役員の逸失利益について，小規模会社の場合には，役員の報酬の中に実
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質的に利益配当部分が含まれることがあるところから，逸失利益の算定の基礎

収入からその分を控除すべきであるとする裁判例が少なくない。

そして，このような取扱いがされる実際上の理由は，被害者が中小企業の役

員である場合には，役員報酬額が過大である場合が見られたり，中小企業にお

いては法人税を節税するため役員報酬を増やして利益を圧縮する操作がされて

いる場合もあり（役員報酬は，原則として損金扱いできる。），本来株主とし

て会社の利益に応じた利益配当として受領すべき部分を適正に報酬から減額す

るのが適切であると考えられる場合があるからである。（詳細は，平成２０年

６月３０日付け準備書面の第１の２（２頁）で分析したとおりである。）。

したがって，会社の代表取締役の死亡による逸失利益について，報酬額が，

会社の業績，稼働状況，報酬額，他の役員の年収等に照らし，不相当に高額で

ないときは，現実の報酬額を基礎とすることができるというべきである。

 この分析の前提となる実態については，例えば，《とくに閉鎖型のタイプの

中小企業においては，報酬が剰余金の配当に代わる機能を果たすことが多い》

としたうえ，その事情を《隠れた剰余金の処分》という標題の下，《剰余金の

配当は，会社の税引き後（法人税・法人住民税・事業税を合わせた法定総合税

率は４０・８７パーセント）の利益から支払われるのに対し，取締役の報酬は

会社の損金として取り扱われるから，取締役に対し同じ金額を支払うのであれ

ば，後者の形で支払う方が会社としては有利である。そこで取締役報酬の形で

実質的な剰余金の配当をする会社の「隠れた剰余金の処分」に対処するため，

法人税法上，役員に対し支給する報酬額のうち不相当に高額な部分の金額は，

会社の所得計算上，損金の額には算入しないものとされている（法税３４条１

項，法税令６９条）。》と説明されている（江頭憲治郎『株式会社法 第２版』

４１０頁以下（有斐閣，２００８年））。

亡太郎の稼働状況，丁原社の業績等に照らして検討すると，亡太郎の報酬の
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中には，関係法令上，損金の額に算入されない部分はもとより，税務上，許容

されている「隠れた剰余金の処分」に当たる部分さえも含まれてはいないとい

うほかない。

 そして，中小企業の実情からは，一般に労務提供の状況として代表取締役の

年間収入として２０００万円程度は労務対価とみても合理性があるというべき

である。

甲２４は，会社の代表取締役の死亡による逸失利益について現実の報酬額を

基礎として算定された事例である札幌地判平成９年１月１０日・判タ９９０号

２２８頁（甲１０）において，当時提出した書証と同一のものであるが，「中

小企業社長」について記載された内容は，現在でも妥当すると推察される。

これによると，中小企業社長の平均像としては，年間総収入が２１６９万円

（５頁以下）であり，年収１０００万円というのが社長たる者の必要条件とさ

れている（１７頁以下））。

亡太郎の現実の報酬は，上記を下回るものであって，亡太郎の稼働状況，丁

原社の業績等に照らして検討しても，そもそも過大であるという余地はない

 なお，類似事案の裁判例については，平成２０年６月３０日付け準備書面第

１の２で分析したとおりである。

４ 被告の主張について

 代表取締役就任前の原告二郎の給与，原告花子の報酬額が低額であって，賃

金センサスに満たなかったことに照らすと，丁原社においては，小規模会社で

ありながらも，給与，報酬として，その中に実質的に利益配当部分を含めて支

給するような方策を採ってはおらず，上記給与，報酬はいずれも労務の対価で

あることに疑いはない（正確にいうと，金額的には労務の対価に満たないもの
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である。）。

ところが，被告は，原告二郎の給与，原告花子の報酬が低額であったことを

もって，さらに《「甲野家」への環流》といった表現を操作して，亡太郎の報

酬の中の利益配当部分の存在を導こうとする。

しかしながら，極端な累進課税制度を採用する我が国の所得税の仕組みにお

いて，仮に実態的に利益配当部分が存在し，これを「甲野家」の中で有利に処

理しようと企図していたのであれば，所得を分散させた方が，「甲野家」にと

って有利であり，原告二郎の給与，原告花子の報酬額を増額させて対処してい

たはずである。

しかるに，原告二郎の給与，原告花子の報酬額が上記のとおり，賃金センサ

スにも満たないほどに低額だったのであり，そのような対処は，「甲野家」に

そのような目論見などなかったことを如実に示すものである。被告の「甲野家」

への環流という家団という概念を用いてする上記論理は明らかに破綻している

といわなければならず，畢竟，亡太郎の報酬中に含めて処理せざるを得ないよ

うな利益配当部分はなかったというほかない。

 また，被告は，丁原社について，《同社は，経常利益の多寡にかかわらず，

一貫して亡太郎に金８４０万円を支給していたこと》をもって，《有限会社丁

原社における同族会社においては，経常利益の多寡にかかわらず，一貫して，

利益配分を亡太郎への役員報酬という形で環流していた証左であると考えるの

が相当である。》と主張する。

しかしながら，同時に，被告は，《かかる傾向は，ある面，労務対価部分で

あることから，経常利益の多寡にかかわらず支給をしたと考えられる面も一般

論としてあろう》としており，何故上記のような結論を採ることになるのか，

原告としては全く理解できないことである。

亡太郎の報酬額が，丁原社の利益に連動していなかったのは，すべて労務対
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価部分であったからにほかならない。

加えて，被告が，《「甲野家」への環流》などといった表現で家団のごとき

概念を操作して説明しようとしても，上記で述べたとおり，到底無理なこと

であって，被告の論理は，理由がなく，牽強付会の説というほかない。

 さらに，被告は，原告二郎の給与額，報酬額の変遷内容から，亡太郎の報酬

の中の利益配当部分を算定しようとする。

しかしながら，上記，のとおり，そもそも亡太郎の報酬中に利益配当部

分が含まれておらず，その前提自体が欠けており失当であることはもとより，

次のとおり，その算定の論理を検討しても理由がない。

すなわち，原告二郎について，給与月額２５万円（年額２７６万円）が役員

報酬として増額されたのは，従業員としてもっぱら現場の仕事しかしていなか

った原告二郎が，亡太郎の死亡に伴い代表取締役に就任することにより，亡太

郎が担っていた職務（平成２０年６月３０日付け原告準備書面の第１の２イ）

を引継いで担当しなければならないこととなり，これに対応して労働対価部分

も質，量ともに増大したからである。ただし，亡太郎の役員報酬は，年額８４

０万円であったところ，原告二郎の職務についての経験不足，能力不足を踏ま

えて，亡太郎の労務対価には及ばず，月額４３万円（年額５１６万円）に抑え

られたものであって，従業員としての給与からの増額部分はすべて労働対価部

分にほかならない。

なお，被告は，原告二郎の給与額，報酬額の変遷内容から，亡太郎の報酬の

中の利益配当部分を２４０万円と算定しているが，単純な計算としても誤りで

ある。同金額は，単純に４３万円から２３万円を減じた２０万円を１２倍して

算出しているが，原告二郎に対しては，代表取締役就任前は，賞与として，平

成１８年６月に２５万円，同年１２月に２８万円支給されており，差額は１８

７万円とするのが正しい。
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（計算式）

430,000×12－（230,000×12＋250,000+280,000）

=5,160,000－3,290,000

=1,870,000

しかし，いずれにしても，上記のとおり，給与と報酬の差額をもって利益配

当部分であると評価するのは，そもそも誤りであるといわなければならない。

 その他，被告は，亡太郎の就労可能年数について，《形式的には７５歳まで代

表取締役に就任し続けることは可能であろうが，年齢に応じた労働能力の減少な

どから，当然，亡太郎が得るべき役員報酬には，利益配当部分や情誼的交付部分

等が増加する傾向があることが通常である。》などと主張する。

しかし，死亡の場合の逸失利益の算定は，基本的にフィクションであって，如

何なる要素をどの程度考慮するかに必然性はなく，一義的な答えはない。そして，

被告の主張する傾向を具体的に相当の確かさをもって裏付ける証拠はない一方，

収入のある場合における基礎収入については，比較的若年の被害者について，一

定の蓋然性で全年齢平均賃金又は学歴別平均賃金による場合が認められる場合が

あるほかは，事故前の実収入額によることとするのが原則であることとの均衡上，

上記傾向は，基礎収入を認定するに当たって考慮すべき事情とすべきではない。

また，被告は，生活費控除率を３５％相当と主張するが，一家の支柱が死亡し，

被扶養者が２人以上の場合，生活費控除割合を原則３０％と算定しているのが通

例であって（平成１９年版「赤い本」上巻９８号），本件では，原則より高い生

活費控除率を適用すべき事情は全くない。

本件では，原告一郎に対する生涯の扶養の必要性を十分に考慮すべきである（甲

９９，１００）。

５ 原告二郎の供述について
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原告二郎本人尋問の結果及び甲９８（原告二郎の陳述書）の内容は，相互に矛

盾なく整合しているうえ，他の証拠などとも符合するものであって，信用できる

ものである。

もっとも，被告代理人の反対尋問において，原告二郎は，亡太郎，原告花子の

各報酬のほか原告二郎の給与が安かったと思う旨供述しながら，その正当な金額

については具体的に答えられないという場面もあったが，だからといって，その

供述の信用性が減殺される事情とはいえない。役員報酬や給与の正当な金額を具

体的に明らかにする必要があれば，役員報酬や労働者の平均賃金の額等に関する

統計資料等客観的証拠によって確定すればよいところ，原告二郎としては，丁原

社との関わり，備えてしかるべき知見の範囲・程度などの人証としての性質上，

丁原社の業務における亡太郎の稼働状況を体験して認識したこととの対比などで

多寡の評価ができれば期待されるべき供述内容としては十分である。

また，原告二郎は，被告代理人から，外注加工費を示され，外注の内容，割合，

金額等について執拗に尋ねられ（もっとも，被告の主張との関連性が明らかでは

ない。），明解な回答はしていないが，これも，原告二郎としては，丁原社との

関わり，備えてしかるべき知見の範囲・程度などの人証としての性質上，割合，

金額等を具体的に供述することなど期待できるものではなく，供述の信用性を吟

味するための要素とされるべきものではない。

原告二郎の供述によっても，外注の多くは，いわゆる丸投げではなく，不足す

る人手を確保する方策であって，親方が率いているかどうかはケースバイケース

であるが，丁原社も主体的に関わっている形態によるものであることは明確とな

っている。

原告二郎の供述内容は，原告二郎の年齢，職業，教養，社会的地位など供述の

信用性を確かめるため考慮すべき事情に照らすと，十分信用できるものであって，

この供述によれば，亡太郎が，代表取締役としての業務，現場での業務，営業の

ための業務等丁原社を維持運営する上で必要な広範な業務に携わっていたこと，
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代表取締役としての業務や営業のための業務の必要により現場での業務に物理的

な制約があったものの，現場以外の業務をできる限り，現場のない時期又は朝夕

に行っており，他の従業員並みに稼働していたことなども明らかである。

第２ 葬儀関係費用について

原告らに生じた損害として主張する葬儀関係費用については，被告の抽象的な

法的主張自体については概ね争いがないが，問題はそれが本件について適用され

るかどうかであって，裁判所に，原被告の主張・立証に応じた総合的判断を委ね

るほかないが，その際，次の点を勘案されるべきである。

１ 原告らは，葬儀費については，亡太郎の葬儀費として２２１万７８２９円が支

出されたが（甲３），丁原社がこれを立て替えており，社葬として実施されたと

しても，法律的に個人として負担すべき部分は，これを返済すべき義務があって，

最終的には，原告らが出捐すべきものであるところ，亡太郎の葬儀を取り仕切っ

た原告花子は，個人として負担すべき部分を丁原社に返済する考えがある（原告

二郎調書３２頁）。

もし，社葬として実施されたからといって，個人として負担すべき部分が損害

として認められないということになれば，被告は不合理な利得をすることとなる。

２ また，原告らは，仏壇購入費として６８万００００円が支出されたところ（甲

４の１），亡太郎が死亡するまでは，先祖は実家で祭られており，亡太郎の元に

は仏壇はなく，これを新たに購入する合理的な必然性があった。

第３ 過失相殺について

被告は，刑事事件において，《「自分は，進路前方左右を全く確認しなかった
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のではなく，確認したがこれが不十分であった。」と述べる》が，裁判所が，《夜

間ではあるが比較的明るく見通しがよいという現場道路やその付近の状況，被告

人車両の進行状況等を踏まえると，被告人が，自車進路の前方左右を注視して，

右折先の歩行者の有無やその安全を確認していれば，自車進路前方を横断してく

る被害者の存在に気付いたはずである。しかるに，被告人は，左方から横断して

きた被害者に自車の右前部が衝突するまで，被害者の存在に全く気付いていなか

ったというのである。したがって，被告人が上記の安全確認をしていなかったこ

ともまた明らかである。》と判断しているとおり（甲７），進路前方左右を全く

確認しなかったものであって，その過失は単に著しいというに止まらず，重過失

とも評価すべきものであるし，夜間とはいっても，比較的明るく見通しがよいと

いう現場道路やその付近の状況を考慮すると，被告の主張は失当である。

被告の主張する過失相殺率は過大であるというほかない。

以上


